
２
０
２
２
年
版

出
入
国
在
留
管
理
庁 

編

出
入
国
在
留
管
理

2022
出入国在留管理

出入国在留管理庁 編

2022年版

出入国在留管理



出入国在留管理庁 編

2022年版

出入国在留管理

2022年版 出入国在留管理 日本語版とびら_1018.indd   12022年版 出入国在留管理 日本語版とびら_1018.indd   1 2022/10/18   10:592022/10/18   10:59



はじめに
2022年版「出入国在留管理」の発刊に当たって

法務省出入国在留管理庁は、国際化の時代の中で、様々な国・地域から多
様な目的をもって来日する外国人の入国・在留がスムーズに行われるように
することを通じて、健全な国際交流推進の一翼を担いつつ、同時に日本社会
の秩序が保たれるよう、どのような外国人であれば入国・在留を認め、どの
ような外国人であればそれらを認めないかを見極める重要な役割を果たして
います。そのためには、最先端の技術を活用するなどし、円滑な出入国審査
と厳格な出入国管理を高度な次元で両立させる出入国審査の高度化を実現し
ていく必要があります。また、我が国の安全・安心を脅かす好ましくない外
国人を法令に基づいて強制的に国外に退去させることによって、国民の安全
や利益を守るという任務も担っています。加えて、難民の認定手続を整備し、
真に庇護を求める者を迅速かつ確実に保護していくことも出入国在留管理庁
に課せられた大きな役割です。さらに、法務省において外国人の受入れ環境
の整備に関する企画及び立案並びに総合調整を行うこととなった（平成30年
７月24日閣議決定）ところ、外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた
取組とともに、外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進する任務
も担っています。
1959年から発刊されていた「出入国管理」は、本書で28冊目になりますが、
2018年12月８日、第197回国会（臨時会）において「出入国管理及び難民認
定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成立し、法務省が出入国に
加えて「外国人の在留」の公正な管理を図る任務を負うことが明記されたこ
とに伴い、2019年版から「出入国在留管理」へ名称を変更しました。
この2022年版「出入国在留管理」では、出入国在留管理庁における業務の
概要を紹介し、2017年から2021年までの過去５年間の業務の推移を見つつ、
ウクライナ避難民への対応や新型コロナウイルス感染症への対応のほか、外
国人材の受入れ、特定技能制度の運用状況、技能実習制度の運用状況、外国
人材の受入れ・共生のための総合的対応策の改訂、外国人との共生社会の実
現に向けたロードマップの決定、在留支援に関する取組、送還忌避・収容の
長期化の解決に向けた取組、難民認定制度の運用状況など、最近の出入国在
留管理行政を取り巻く状況や施策を、2021年度の動きを中心に取りまとめて
います。
本書を通じ、出入国在留管理行政が、皆様にとって親しみやすく分かりや
すいものとなれば幸いです。

2022年11月
出入国在留管理庁長官　 池　浩
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2022年版　「出入国在留管理」のポイント

2022 年版「出入国在留管理」の構成
⃝�本書は、出入国在留管理をめぐる近年の状況（第１部）、主要な施策（第２部）及び資料編
で構成。
⃝第１部では、2017年から2021年までの５年間の業務統計を基に、2021年の業務状況を記載。
⃝�第２部では、出入国在留管理行政に係る主要な施策を記載（主に2021年度の取組について記
載。2022年度の取組についても一部記載）。
⃝資料編では、出入国在留管理庁の業務概要等を記載。

第１部　　出入国在留管理をめぐる近年の状況
⃝外国人入国者数　
・2021年における外国人入国者数（再入国者数を含む。）は35万3,119人、再入国者数を除いた新
規入国者数は15万1,726人（前年比95.8％減）。

⃝在留外国人数　
・2021年末現在の中長期在留者数と特別永住者数を合わせた在留外国人数は276万635人。
・また、在留外国人数の我が国の総人口に占める割合は2.2％であり、前年末と比べ0.09ポイント
減少している。

⃝不法残留者数　
・2022年１月１日現在の不法残留者数は６万6,759人であり、前年１月１日現在と比べ、１万6,109
人（19.4％）減少となっている。

第２部　　出入国在留管理行政に係る主要な施策等
⃝ウクライナ避難民への対応
・ウクライナ避難民の受入れ
ロシアによるウクライナ侵攻を受け、総理大臣がウクライナからの避難民の受入れを表明
し、官房長官を議長とする「ウクライナ避難民対策連絡調整会議」を司令塔として、商用機の
座席を確保する形で渡航支援を行うなどして、ウクライナ避難民を受け入れた。
・ウクライナ避難民への支援
日本に受け入れたウクライナ避難民について、必要に応じて関係省庁や地方自治体等と連携
しながら、在留資格に係る柔軟な対応や「ウクライナ避難民であることの証明書」の発行な
ど、ウクライナ避難民が安心して日本に滞在できるよう必要な支援を行った。

⃝新型コロナウイルス感染症への対応
・水際対策
新型コロナウイルス感染症の感染者が多数に上っている状況等がある地域に滞在歴がある外
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国人について、入管法第５条第１項第14号に該当する外国人として、特段の事情がない限り、
上陸を拒否するなどして、適切な水際対策を講じている。
・在留諸手続
新型コロナウイルス感染症の影響によって、帰国が困難な状況にある外国人に対して、就労
が可能な在留資格「特定活動」等への変更を認めるほか、就労ができない在留資格を有する外
国人に対して、本邦での生計維持を可能とするため、資格外活動を許可するなどの措置を講じ
た。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により解雇等され、実習が継続困難となった技能実
習生、採用内定を取り消された留学生、技能実習を修了し帰国が困難な元技能実習生等の本邦
での継続した就労を可能とするため、一定の要件の下、特定産業分野において就労できるよう
在留資格「特定活動」を付与した。
なお、新型コロナウイルス感染症の国内外における感染状況や、本邦からの外国人出国者が
増加している状況等を踏まえて、令和４年５月31日付けで当該措置を見直し、帰国に向けた措
置を実施している。
・情報提供・相談体制の強化
各府省庁の情報を外国人生活支援ポータルサイトに掲載して情報提供を行うとともに、地方
公共団体が設置する一元的相談窓口に対して交付金の特例措置を講じた。新型コロナウイルス
感染症の影響で生活に困窮する外国人からの電話相談に多言語・無料で対応するＦＲＥＳＣヘ
ルプデスクを設置するなど相談・支援体制の強化を図っている。なお、2021年10月には、ＦＲ
ＥＳＣワクチン予約窓口を設置し、接種予約のサポート等を実施した。
・入管施設における新型コロナウイルス感染症対策
新たな変異株に係る濃厚接触者の取扱い等、政府の方針が逐次見直される中で、これらに機
動的に対応するため、2022年２月10日、法務大臣政務官を座長とした、第５回入管施設感染防
止タスクフォースを開催し、入管施設における新型コロナウイルス感染症対策マニュアル第５
版を発行した。

⃝名古屋出入国在留管理局被収容者死亡事案を受けての対応　
・プロジェクトチームの設置
名古屋出入国在留管理局における被収容者死亡事案に関する調査報告書で示された改善策を
着実に実現するため、出入国在留管理庁改革推進プロジェクトチームが設置された。
・職員の意識改革
職員の意識改革のため、全ての職員から意見を聴き、出入国在留管理庁職員と現場職員との
意見交換、外部有識者からの意見聴取等を経て、「出入国在留管理庁職員の使命と心得」を策
定した。
・医療体制の強化
外部有識者で構成された「出入国在留管理官署の収容施設における医療体制の強化に関する
有識者会議」が開催され、2022年２月28日、庁内診療体制の強化、外部医療機関との連携体制
の構築・強化等、収容施設の医療体制を強化するための提言が取りまとめられた。
・その他の改善策の取組
名古屋出入国在留管理局における組織・運用改革、被収容者の体調をより正確に把握するた
めの通訳人等の活用指示、救急対応事案が発生した際の救急対応マニュアルの策定、体調不良
者の仮放免の判断に係る新たな運用指針の策定等、業務の改革が進められた。

⃝特定技能制度　
・2022年６月末現在の特定技能在留外国人数は８万7,472人（速報値）。
また、制度開始から2022年６月末までの間における特定技能に係る在留資格認定証明書交
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付件数が２万404件、在留資格変更許可件数が８万7,265件、登録支援機関登録件数が7,129件と
なっている（いずれも速報値）。2022年４月には、建設分野において「特定技能２号」への在
留資格変更を初めて許可した。
・出入国在留管理庁と、分野所管省庁との連携を通じ、国内外において試験実施を促進すること
により、制度開始から2022年６月末までの間に、全分野の試験が国内及び海外11か国で実施済
みとなっている。
また、技能試験の合格者数についても順調に増加し、制度開始から2022年６月末までの間で
９万8,305人（速報値）に上っている。
・二国間取決めについては、2022年６月末現在で、14か国との間で作成しており、同取決めに基
づき、各国政府と適宜情報共有しているほか、意見交換を実施し、特定技能制度の適正な運用
のために改善が必要と認められる問題の是正に努めている。
・製造３分野を統合し、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野とする政府基本方針の
一部変更を行った（令和４年４月26日閣議決定）。

⃝外国人との共生社会の実現に向けたロードマップの決定
・2022年６月14日に開催された「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」（以下「関係
閣僚会議」という。）において、「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」（以下「ロー
ドマップ」という。）を決定した。
ロードマップは、2021年11月29日、「外国人との共生社会の実現のための有識者会議」から
関係閣僚会議の共同議長である法務大臣に意見書が提出されたことを受け、当該意見書を踏ま
え、我が国の目指すべき共生社会の三つのビジョン、その実現に向けて取り組むべき中長期的
な課題（四つの重点事項）及び具体的施策を示すものである。

⃝外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の改訂
・政府においては、2006年に取りまとめた「『生活者としての外国人』に関する総合的対応策」
に基づいて外国人が暮らしやすい地域社会づくり等に努めてきたが、新たな在留資格である
「特定技能１号」及び「特定技能２号」の創設を踏まえつつ、外国人材の受入れ・共生のため
の取組を、より強力に、かつ、包括的に推進していく観点から、2018年12月、関係閣僚会議に
おいて、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（以下「総合的対応策」という。）
を取りまとめ、以後、４回の改訂を行っている。
・直近の総合的対応策の改訂（2022年６月14日関係閣僚会議決定）においては、受け入れた外国
人に対する受入れ環境を更に充実させる観点とともに、ロードマップを踏まえ、ロードマップ
の施策について単年度に実施すべき施策を示すとともに、必ずしも中長期的に取り組むべき施
策ではないためにロードマップには取り上げていないものの、共生社会の実現のために政府に
おいて取り組むべき施策を示すこととした。

⃝不法滞在・偽装滞在者への対策等
・これまでの取組により不法残留者数は、1993年以降、着実に減少していたものの、2015年に22
年ぶりに増加に転じ、以後６年連続で増加し、2020年には約８万3,000人となった。
その後、2021年に再び減少に転じ、2022年１月１日現在で不法残留者数は約６万7,000人に
減少したものの、依然として多くの不法残留者が存在することから、引き続き摘発の強化、不
法滞在者に係る情報の収集・分析の強化及び出頭申告の促進による更なる不法滞在者数の縮減
に努めている。
・「偽装滞在者」とは、偽装結婚、偽装留学、偽装就労など、偽変造文書や虚偽文書を行使する
などして身分や活動目的を偽り、あたかも在留資格のいずれかに該当するかのごとく偽装して
不正に入国・在留許可を受けて在留する者、あるいは、必ずしも当初から活動目的を偽ってい

ポイント



たわけではないが、現に有する在留資格とはかけ離れて不法に就労等する者について、情報の
収集・分析の強化を行い、偽装滞在者の摘発・縮減に努めている。
・退去強制令書が発付されているものの、病気治療や訴訟の提起等の送還に支障のある事情を有
するために送還の見込みが立たない被収容者については、仮放免を積極的に活用し、より一層
適正な退去強制手続の実施に努めている。
・「入国者収容所等視察委員会」からの意見や「名古屋出入国在留管理局被収容者死亡事案に関
する調査報告書」に挙げた改善策などを踏まえ、医療体制の強化等、被収容者の処遇の更なる
適正化に取り組んでいる。
・送還忌避及び収容の長期化の解決が出入国在留管理行政における喫緊の課題となっている中、
第７次出入国管理政策懇談会の下に設置された「収容・送還に関する専門部会」における検討
結果が「送還忌避・長期収容問題の解決に向けた提言」としてとりまとめられ、法務大臣に報
告書が提出された。
・報告書を踏まえ、退去強制手続を一層適切かつ実効的なものとし、送還忌避及び収容の長期化
の問題の解決を図ることを目的とした「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に
基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する法律案」が第
204回国会に提出された。
・法律案は成立に至らなかったが、送還忌避及び収容の長期化の解決が出入国在留管理行政にお
ける喫緊の課題であることに変わりはなく、退去強制手続を一層適切かつ実効的なものとする
ための検討を鋭意進めていく。

⃝難民の適正な保護の推進
・我が国の難民認定制度をめぐっては、制度の透明性の向上や、近年の難民認定申請者数の急増
及び申立内容の多様化への対応が求められている。
・そこで、ＵＮＨＣＲ等の関係機関と緊密に連携しつつ、①難民該当性に関する規範的要素の明
確化、②難民調査官の能力向上及び③出身国情報の充実を３つの柱として、難民認定制度の運
用の一層の適正化に取り組んでおり、これらの取組を加速させるため、2021年７月に、ＵＮＨ
ＣＲとの間で協力覚書（ＭＯＣ）を交換した。
・また、近年、我が国での就労等を目的としていると思われる濫用・誤用的な申請が相当数見受
けられることを要因として、我が国の難民認定申請者数が急増した結果、難民認定手続の処理
期間が長期化し、難民を迅速に保護する上で支障が生じる事態となっていた。
・そこで、濫用・誤用的な申請が多く見られる正規滞在者からの難民認定申請について、2018年
１月15日から、①申請受付後の振分け期間を設け、振分け結果を在留資格上の措置に反映、②
難民である可能性が高い申請者への更なる配慮、③濫用・誤用的な申請に対する従来よりも厳
格な対応を主な内容とする運用の更なる見直しを行った。
・これらの取組の結果、近年急増してきた難民認定申請者数は、2018年以降、大幅な減少に転じ
た一方で、難民認定者数は、上記見直し前に比べ増加しており、濫用・誤用的な申請を抑制
し、難民の迅速な保護を図るための取組が一定の効果を上げていると認められるが、濫用・誤
用的な申請は依然として相当数見受けられることから、問題の抜本的解決に向け、法制度と運
用の両面から検討を進めることとしている。

⃝国際社会及び国際情勢への対応
・各国とのＥＰＡ締結交渉への参加、二国間・多国間での情報・意見交換の実施や協力関係の向
上を目的とした枠組みへの積極的な対応を行っている。
・豪州の入国管理局とオンラインでの意見交換を実施したり、（公財）日本台湾交流協会と台湾
日本関係協会が開催したオンライン意見交換に参加したりするなど、新たな国際交流の在り方
を模索しつつ、協力関係の強化に努めた。
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・2022年３月２日及び３日、法務省及び出入国在留管理庁が主催する第１回東京イミグレーショ
ン・フォーラムが、18か国・地域の入国管理当局の代表の参加を得て開催された。会議では、
新型コロナウイルス感染症の防止と国境再開を同時に行う取組や国境管理に活用している技術
など、それぞれの国・地域において直面する課題等について情報共有や率直で活発な意見交換
がなされ、次回は2022年度中に東京で開催することに対する賛意が示された。
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第１部　出入国在留管理をめぐる近年の状況 

第１章　外国人の出入国の状況 � 2

第１節　外国人の出入国者数の推移 � 2
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難民条約 難民の地位に関する条約

難民議定書 難民の地位に関する議定書

日米地位協定 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基
づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定

入管法 出入国管理及び難民認定法

入管法施行令 出入国管理及び難民認定法施行令

入管法施行規則 出入国管理及び難民認定法施行規則

上陸基準省令 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令

入管特例法 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
関する特例法

入管特例法施行令 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
関する特例法施行令

入管特例法施行規則 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に
関する特例法施行規則

入管法等改正法 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平
成30年法律第102号）

技能実習法 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律

技能実習法施行規則 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行
規則

ＡＰＩ Advance Passenger Information（事前旅客情報）

ＡＰＩＳ Advance Passenger Inspection System（事前審査システム）

ＰＮＲ Passenger Name Record（乗客予約記録）

ＥＰＡ Economic Partnership Agreement（経済連携協定）

ＩＡＴＡ・ＣＡＷＧ International Air Transport Association ･ Control Authorities Working 
Group（国際航空運送協会・入国管理機関関係部会）

ＩＣＰＯ International Criminal Police Organization（国際刑事警察機構）

ＩＯＭ International Organization for Migration（国際移住機関）

ＵＮＨＣＲ
Office of the United Nations High Commissioner for Refugees（国際連
合難民高等弁務官事務所）又はUnited Nations High Commissioner for 
Refugees（国際連合難民高等弁務官）
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